
西濃神奈川エキスプレス株式会社

第       45       期第       45       期第       45       期第       45       期

決　　　　算　　　　書決　　　　算　　　　書決　　　　算　　　　書決　　　　算　　　　書

<
自　平成２６年　４月　１日

>至　平成２７年　３月３１日



平成27年3月31日現在

（単位：円）

科                 目 科                 目

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流動資産 271,023,288 流動負債 139,595,728

現 金 預 金 52,558,266 営 業 未 払 金 93,872,359

受 取 手 形 8,134,056 未 払 金 11,415,597

営 業 未 収 金 138,427,614 親 会 社 未 払 金 11,174,507

原材料及び貯蔵品 110,900 未 払 法 人 税 等 5,463,200

前 払 費 用 74,000 未 払 消 費 税 等 12,202,800

短 期 貸 付 金 69,068,798 未 払 費 用 1,758,169

未 収 入 金 92,944 預 り 金 1,309,096

繰 延 税 金 資 産 2,172,398 賞 与 引 当 金 2,400,000

そ の 他 流 動 資 産 384,312 固定負債 10,813,649

固定資産 27,033,592 役員退職慰労引当金 10,800,000

有形固定資産 19,560,598 繰 延 税 金 負 債 13,649

構 築 物 91,667 負 債 合 計 150,409,377

車 両 運 搬 具 19,245,873 (純 資 産 の 部）

工 具 器 具 備 品 223,058 株主資本 147,621,032

無形固定資産 233,234 資　 本　 金 10,000,000

電 話 加 入 権 233,234 利益剰余金 137,621,032

投資その他の資産 7,239,760 利益準備金 2,500,000

投 資 有 価 証 券 119,320 その他利益剰余金 135,121,032

そ の 他 投 資 7,120,440 別 途 積 立 金 90,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 45,121,032

評価・換算差額等 26,471

その他有価証券評価差額金 26,471

純 資 産 合 計 147,647,503

資 産 合 計 298,056,880 負債・純資産合計 298,056,880

貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表

金            額 金            額
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平成26年4月  1日から

平成27年3月31日まで

（単位：円）

営  業  収  益

運 送 収 入 682,367,849 682,367,849

営  業  費  用

人 件 費 159,100,593

修 繕 費 10,311,563

固 定 資 産 諸 経 費 47,378,560

燃 料 費 50,775,254

取 扱 手 数 料 319,692,691

そ の 他 経 費 27,441,877 614,700,538

67,667,311

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,396

そ の 他 収 益 1,551,545 1,571,941

69,239,252

特  別  利  益

固 定 資 産 売 却 益 1,882,429 1,882,429

特　別　損　失

固 定 資 産 処 分 損 1 1

71,121,680

26,495,187

△ 365,562

44,992,055

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
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損  益  計  算  書損  益  計  算  書損  益  計  算  書損  益  計  算  書

科　　　　　　　目 金                       額

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益



 

個別注記表 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

          時価のあるもの    決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     時価のないもの  移動平均法に基づく原価法 

  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

       貯蔵品                     移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

  ３．固定資産の減価償却の方法 

       車両運搬具                定率法 

       その他の有形固定資産            定率法 

４．引当金の計上基準 

       貸倒引当金 

            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

    賞与引当金 

      従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額基準に基づき計上しております。 

       役員退職慰労引当金 

          役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上しております。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

 

貸借対照表に関する注記 

  有形固定資産の減価償却累計額         165,639 千円 

 

 

 

 


